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〔
告

示
〕

〇
除
籍
が
滅
失
し
た
件
（
法
務
二
七
五
）

〇
日
本
国
に
帰
化
を
許
可
す
る
件

（
同
二
七
六
）

〇
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
第
七
条
第

一
項
第
二
号
の
基
準
を
定
め
る
省
令
の
留

学
の
在
留
資
格
に
係
る
基
準
の
規
定
に
基

づ
き
日
本
語
教
育
機
関
等
を
定
め
る
件
の

一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
七
七
）

〇
中
央
県
及
び
ア
ル
テ
ィ
ボ
ニ
ッ
ト
県
小
中

学
校
建
設
計
画
の
た
め
の
贈
与
に
関
す
る

日
本
国
政
府
と
ハ
イ
チ
共
和
国
政
府
と
の

間
の
書
簡
の
交
換
に
関
す
る
件

（
外
務
一
七
九
）

〇
平
成
二
十
九
年
度
就
学
義
務
猶
予
免
除
者

等
の
中
学
校
卒
業
程
度
認
定
試
験
の
施
行

期
日
、
場
所
及
び
出
願
の
期
限
等
を
定
め

る
件
（
文
部
科
学
七
八
）

〇
雇
用
管
理
分
野
に
お
け
る
個
人
情
報
保
護

に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
を
廃
止
す
る
件

（
厚
生
労
働
二
〇
〇
）

〇
種
苗
法
第
十
三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ

き
品
種
登
録
出
願
を
公
表
す
る
件

（
農
林
水
産
八
九
三
）

〇
出
願
公
表
後
に
名
称
変
更
が
な
さ
れ
た
件

（
同
八
九
四
）

〇
農
林
物
資
の
規
格
化
等
に
関
す
る
法
律
の

規
定
に
基
づ
き
、
登
録
認
定
機
関
の
登
録

を
更
新
し
た
件
（
同
八
九
五
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
す
る
件

（
同
八
九
六
〜
九
〇
〇
）

〇
保
安
林
の
指
定
を
解
除
す
る
件

（
同
九
〇
一
）

〇
宅
地
建
物
取
引
業
法
の
規
定
に
基
づ
く
登

録
講
習
機
関
の
登
録
事
項
の
変
更
の
件

（
国
土
交
通
五
四
七
）

〇
宅
地
建
物
取
引
業
法
施
行
規
則
の
規
定
に

基
づ
く
登
録
実
務
講
習
実
施
機
関
の
登
録

事
項
の
変
更
の
件
（
同
五
四
八
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
を
指
定
す
る
件

（
同
五
四
九
、
五
五
〇
）

〇
砂
防
法
第
二
条
の
土
地
の
指
定
を
解
除
す

る
件
（
同
五
五
一
）

〔
国
会
事
項
〕

〔
叙
位
・
叙
勲
〕

〔
官
庁
報
告
〕

法

務

公
証
人
任
免
（
法
務
省
）

産

業

日
本
工
業
規
格
（
国
土
交
通
省
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

官
庁有

権
者
申
出
方
、
建
設
業
の
営
業
の
停
止

命
令
関
係

裁
判
所

相
続
、
公
示
催
告
、
失
踪
、
除
権
決
定
、

破
産
、
特
別
清
算
、
再
生
関
係

特
殊
法
人
等

厚
生
年
金
基
金
清
算
結
了
・
清
算
人
退
任

関
係

会
社
そ
の
他
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